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パリ協定の概要

⚫ 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を継続すること、今世紀後半
に温室効果ガスの人為的な排出と吸収を均衡することに言及

⚫ 主要排出国を含むすべての国が削減目標（NDC）を5年ごとに提出・更新。

⚫ 我が国提案の二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用を位置付け。

⚫ 適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出と定期
的更新。

⚫ 先進国が資金の提供を継続するだけでなく、途上国も自主的に資金を提供。

⚫ すべての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること。

⚫ 5年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み（グローバル・ストックテイク）。

⚫ すべての国が長期戦略を作成し提出するよう努力すること。

⚫ COP21（2015年、仏・パリ）において採択。

⚫ 2016年発効。我が国も締結済み。

⚫ 先進国のみならず、すべての国※が参加する新たな国際枠組み。
※締約国数は193か国・地域（2021年11月時点）

パリ協定とは

パリ協定に盛り込まれた主な要素
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国連気候変動枠組条約第28回締約国会議（COP28）概要

日 時：2023年11月30日（木）～12月12日（火）
場 所：アラブ首長国連邦（ドバイ）
議 長：スルターン・ビン・アフマド・アル・ジャーベル産業・先端技術大臣 兼

気候変動特使、アブダビ国営石油会社（ADNOC）CEO
※ジャーベル議長はCOP28開催時に正式に議長に任命される予定。

概要

⚫ グローバル・ストックテイク（GST）：パリ協定の目標達成に向けた世界全体の気候変動対策の進捗評価を行う第１回GST
（注１）の完結及び成果物の発表。成果物は2025年までに通報する各国の次期NDCの策定に向けた検討材料となる。
（注１）パリ協定の目的と長期目標達成に向けた全体進捗状況の定期的な評価。2023年から５年ごとに実施予定。

⚫ 緩和野心の向上：COP27で採択された緩和作業計画（注２）の下での議論及びCOP28での閣僚級ハイレベル・ラウンド
テーブルでの議論を通じた、全ての締約国が2030年の温室効果ガスの排出削減目標（NDC）を1.5℃目標と整合的に設
定することを含む、緩和野心の向上に引き続き焦点が当たる。
（注２）COP26で設立され、COP27で2030年までの決定的な10年における緩和策の実施強化を締約国で議論していくことが決定された。

⚫ 適応：COP26で採択された適応（注３）に関する世界全体の目標（注４）に関する作業計画のとりまとめ。優先テーマや横断
的課題等を含むフレームワークの設置に向けた議論が焦点。
（注３）気候変動影響による被害の防止又は軽減措置。

（注４）適応に関する能力の向上並びに気候変動に対する強靱性の強化及び脆弱性の減少を推進する枠組み。

⚫ ロス＆ダメージ：COP27で設置が決定されたロス＆ダメージ（注５）対応のための新たな資金面の措置（基金を含む）につい
ての決定。
（注５）気候変動の悪影響に伴い生じる損失及び損害への対応。

⚫ 気候資金：年間1000億ドル目標の早期達成（注６）、2025年以降の新たな合同資金目標について、引き続き議論。
（注６）2020年までに先進国全体で年間1000億ドルを動員すること及び2021～2025年にかけても同目標を継続する公約が未達成の状況。

予想される主要論点・テーマ
ジャーベル議長
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GX実現に向けた環境省の取組

GX基本方針等を踏まえ、GX・脱炭素の取組を推進するため、環境省として以下に取り組む。

⚫ 地域脱炭素 ⇒ 脱炭素先行地域をはじめとする先行的取組の深化・加速化（2030年度までに100箇所以上創出
 （現在74箇所選定済み））、地域主導の脱炭素移行（自治体、地域金融、地域企業の取組支援）、
地域脱炭素を推進する人的資本投資等
※「地域脱炭素の推進のための交付金」（R5予算+R4補正：400億円）

 「株式会社脱炭素化支援機構（JICN）」の設立（2022年10月） 等

⚫ くらし ⇒ 住宅の断熱改修支援（R4補正(環境省+経産省)：1,000億円）や住宅・建築物ZEH・ZEB化の支援、
新しい国民運動の展開等を通じた行動変容・ライフスタイル変革

⚫ 自動車  ⇒ 商用車の電動化促進（R5予算：136億円）
⚫ 資源循環 ⇒ 動静脈連携による資源循環の促進、資源循環加速のための投資支援

GXを推進するための支援措置等

⚫ 脱炭素市場の創出（例:パリ協定６条実施パートナーシップ）×脱炭素プロジェクトの拡大（例:都市間連携による都市の脱炭素化・強靭化）

⚫ JCM(二国間クレジット制度) ⇒ パートナー国の更なる拡大（2025年をめどに30ヵ国程度）や実施体制強化等を通じた推進
⚫ 「日ASEAN気候変動アクションアジェンダ2.0」の取組推進

国際展開戦略 （アジア・ゼロエミッション共同体構想等への貢献）

カーボンプライシング ⇒ GX基本方針を踏まえた取組を経済産業省と連携して推進（国際的にも発信）

新たな金融手法の活用

⇒ グリーンボンド発行促進、地域金融機関による融資先支援の具体化、脱炭素アドバイザー資格制度創設、
中小企業の脱炭素化支援

⇒ 株式会社脱炭素化支援機構の活用によるブレンデッド・ファイナンス※を通じた民間投資の促進
※官民両セクターのシナジー効果を最大化し、両セクターの投資家が行うインパクト投資の貢献度を最大限レバレッジすることを意図した投資スキーム。












































